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1120箇所
40,296,633千円

1 土木政策関係事業の概要（土木政策課） 28箇所 1,996,849千円
○ 地域の安全・安心推進事業 22箇所 1,786,679千円

○ 土木事務所等施設整備費 6箇所 210,170千円

2 河川関係事業の概要（河川課） 217箇所 7,095,492千円
○ ダム建設事業費 2箇所 770,000千円

○ ダム改良費 4箇所 159,600千円

○ 河川改修費 169箇所 3,576,484千円

○ 社会資本整備総合交付金事業費 2箇所 309,780千円

○ 大規模特定河川事業費 4箇所 344,000千円

○ 事業間連携河川事業費 3箇所 372,000千円

○ 広域河川改修事業費 7箇所 178,000千円

○ 地震高潮対策河川事業費 2箇所 60,000千円

令和７年度土木事業（箇所付）の概要

　土木部が所管する公共施設について、住民からの要望に迅速かつ柔軟に対応し、
県民生活の安全性の確保、利便性及び快適性の向上を図ることを目的として、各事
務所の裁量により維持、修繕工事と小規模な施設整備を実施する。

　土木事務所の庁舎を安全に維持するため、改造、改築、修繕等を実施する。

　和食ダム建設事業は、周辺環境整備、付替道路補修工事等を行う。春遠生活貯水
地ダム建設事業は、ダム本体工事等を行う。

　鏡ダム堰堤改良事業は、ゲート設備の耐震設計を行う。桐見ダム堰堤改良事業
は、ゲート機側操作盤の更新工事を行う。坂本ダム堰堤改良事業は、放流設備等の
点検業務を行う。以布利川ダム堰堤改良事業は、非常用予備発電機の更新工事を行
う。

　室津川外において、県単独事業として河川改修及び維持・修繕を行う。

　従来の自然環境が阻害されている奈半利川において、自然環境の保全・復元を行
う。

　安芸川外において、計画的・集中的に治水安全度の向上を図るため河川改修事業
を行う。

　南海トラフ地震に備え、下田川外において堤防の耐震対策を行う。

　仁井田川外において、広域河川改修事業として河川改修を行う。

　南海トラフ地震に備え、国分川外において堤防の耐震対策を行う。

総計



○ 総合流域防災事業費 4箇所 42,000千円

○ 河川メンテナンス事業費 5箇所 160,000千円

○ ダム管理費（県単） 7箇所 940,318千円

○ ダム調整費 1箇所 6,800千円

○ 河川調査費等 7箇所 102,102千円

○ 河川公共事務費 74,408千円

3 砂防関係事業の概要（防災砂防課） 233箇所 3,093,031千円
○ 通常砂防事業費 33箇所 504,000千円

○ 地すべり対策事業費 12箇所 165,900千円

○ 急傾斜地崩壊対策事業費 60箇所 768,117千円

○ 総合流域防災事業費 2箇所 52,500千円

　久礼川外において、総合流域防災事業として河川改修を行う。

　下田川排水機場外において、施設の長寿命化を図るため、修繕工事を行う。

　永瀬ダム施設維持管理費及び鏡ダム施設維持管理費は、貯水池内に堆積した土砂
の浚渫工事、テレメーター等の保守点検、貯水池堆砂測量等を行う。桐見ダム施設
維持管理費、坂本ダム施設維持管理費、生活貯水地ダム施設維持管理費（鎌井谷ダ
ム、以布利川ダム）は、テレメーター等の保守点検、貯水池堆砂測量等を行う。和
食ダム施設維持管理費は、竣工式典の運営補助等を行う。

　物部川濁水検討会（濁水対策の効果検証ワーキンググループを含む）、奈半利川
水系ダム検討会（幹事会を含む）、安田川分水連絡協議会（幹事会を含む）を開
催・運営するための委託業務を行う。

　治水安全度の向上、適正な河川の利用、河川環境の整備と保全がされるよう諸調
査を行い河川整備の計画を河川委員会の設置、運営により策定する。また河川事業
推進のための政策要望等を行う。

　流域における荒廃地域の保全及び土石流等の土砂災害から下流部に存在する人
家、耕地、公共施設等を守ることを主たる目的に、砂防えん堤や床固工群等の砂防
設備の整備を行う。

　人家、公共建物、河川、道路等の公共施設その他のものに対する地すべり等によ
る被害を除却し又は軽減し、国土の保全と民生の安定に資することを目的に、排水
施設、擁壁その他の地すべり防止施設等の整備を行う。

　急傾斜地の崩壊による災害から国民の生命を保護し、もって民生の安定と国土の
保全とに資することを目的に、擁壁工、排水工及び法面工等急傾斜地崩壊防止施設
の整備を行う。

　土砂災害からかけがえのない人命、財産を守るため、市町村の行う避難勧告や住
民の早期警戒避難を支援することを目的とした土砂災害警戒情報を適時適切に発表
するため、土砂災害監視システムの改修等を行う。



○ 事業間連携砂防等事業費 16箇所 302,547千円

○ 砂防メンテナンス事業費 39箇所 420,000千円

○ 砂防等基礎調査費 4箇所 207,900千円

○ 砂防調査費 4箇所 18,500千円

○ 砂防単独事業費 63箇所 653,567千円

4 道路関係事業の概要 490箇所 20,248,059千円
○ 道路改築 5箇所 1,549,738千円

○ 社会資本整備総合交付金事業費 17箇所 1,154,355千円

○ 防災・安全交付金事業費 202箇所 9,255,893千円

○ 道路メンテナンス事業費 46箇所 3,589,078千円

○ 土砂災害対策事業費 7箇所 332,984千円

○ 道路交通安全施設等整備事業費 21箇所 864,316千円

○ 無電柱化推進事業費 1箇所 12,565千円

　道路事業等との事業連携により効果の早期発現や砂防関係施設の整備を推進し地
域の安全性の向上を図る。

　砂防関係施設の機能向上や老朽化対策を実施し、地域の安全性を確保する。

　土砂災害防止法に基づく土砂災害警戒区域等の指定を行うための調査を行う。

　国庫補助事業要望のため、新規事業箇所の関連資料の作成と砂防関係施設の効率
的な維持管理を実施するため、台帳の整備を実施する。

　国庫補助事業の採択基準を満たさない小規模な土砂災害危険箇所等を中心に、砂
防関係施設の整備を行う。

　道路改良事業のうち主たるものであり、現道の拡幅や、線形改良及びバイパスの
建設などを行う。

　県道改良事業のうち、国の直轄事業などの他事業と密接に関連して実施する事業
や大規模構造物の整備を伴う事業を行う。

　県民の命と暮らしを守るインフラの再構築（事前防災・減災対策、老朽化対策）
や生活空間の安全確保・質の向上に資する事業のうち、道路改良事業を実施する。

　県民の命と暮らしを守るインフラの再構築（事前防災・減災対策、老朽化対策）
や生活空間の安全確保・質の向上に資する事業のうち、県道及び国道の修繕事業を
実施する。

　土砂災害の発生による道路交通の寸断を防止するため道路整備や法面対策を行
う。

　通学路における交通安全対策について、通学路合同点検により抽出された対策必
要箇所における交通安全対策を計画的かつ集中的に実施する。

　道路の防災上の向上、良好な景観の形成等を目的とした、無電柱化整備を行う。 



○ 道路改良費 191箇所 3,489,130千円

5 都市計画関係事業の概要（都市計画課） 21箇所 1,174,750千円
○ 都市計画策定費

・ 都市計画基礎調査費 3箇所 39,402千円

・ 南海トラフ地震対策費 1箇所 6,732千円

○ 都市計画規制費
・ 盛土対策推進費 2箇所 70,866千円

○ 都市施設管理費 1箇所 2,387千円
・ 高知駅舎大屋根管理費

○ 都市計画街路事業費
・ 社会資本整備総合交付金事業費 6箇所 727,464千円

○ 都市計画街路単独事業費
・ 都市内道路ネットワーク事業費 8箇所 327,899千円

6 都市公園及び上下水道関係事業の概要（公園上下水道課）
23箇所 1,157,604千円

○ 都市公園単独事業費 10箇所 422,996千円

　地域の課題に早急に整備に対応する必要がある箇所において、比較的小規模な道
路改良や落石危険箇所の対策、交通安全施設の整備や舗装修繕等を行う。

　都市計画の策定要素となる人口、土地利用、建物、都市施設等の現況や将来を
見通し、及び都市交通等について調査を行い分析することにより、真に求められ
る都市構造の実現を目指す。

　南海トラフ地震等の大規模災害発生後、迅速な都市の復興を図るため、「高知
県震災復興都市計画指針」に基づく訓練を実施することで、都市の復興体制の強
化等、都市の防災対策を推進する。

　宅地造成及び特定盛土等規制法(盛土規制法)に基づく既存盛土等の基礎調査及
び、情報管理システムを構築する。

　高知駅舎大屋根の照明ＬＥＤ化工事に係る設計を実施する。

　安全安心な歩行者自転車利用空間の確保や都市内交通の円滑化を図るため、都
市計画において決定された道路（都市計画道路）の改築や調査を実施する。

　市街地での安全で快適な歩行者自転車利用空間の確保や、交通の円滑化による
環境負荷の少ない都市づくりを推進するため、都市計画道路の整備を行う。

　都市公園施設の修繕や設置管理条例による施設の改修等を実施する。



○ 都市公園事業費 9箇所 627,165千円

○ 都市公園管理事務費 1箇所 2,497千円

○ 流域下水道事業費（処理場費） 1箇所 80,030千円

○ 流域別下水道整備総合計画策定事業費 1箇所 10,000千円

○ 生活排水処理構想推進事業費 1箇所 14,916千円

7 住宅関係事業の概要（住宅課） 5箇所 109,537千円
○ 住戸改善推進事業費

・ 共用部分改善事業（長寿命化） 1箇所 3,047千円
　十市団地において屋根、外壁改修を行う。

・ 共用部分改善事業（居住性向上） 2箇所 51,786千円

・ 共用部分改善事業（居住性向上） 1箇所 41,074千円

・ 共用部分改善事業（長寿命化） 1箇所 13,630千円

8 港湾関係事業の概要（港湾・海岸課） 56箇所 2,121,954千円
○ 重要港湾改善費 2箇所 342,300千円

○ 地方港湾改修費 3箇所 193,200千円

○ 港湾施設改良費 15箇所 568,400千円

○ 港湾管理費 6箇所 202,675千円

○ プレジャーボート対策事業費 1箇所 349千円

○ 港湾調査費 3箇所 14,119千円

　都市公園施設の機能向上を図るための施設整備や、長寿命化計画に基づく老朽化
した施設の改修等を実施する。

　県立野市総合公園の都市計画の変更に必要な資料等を作成する。

　高須浄化センターにおいて、施設の適切な維持・管理を実施する。

　浦戸湾において、公共用水域の水質保全を目的とし、下水道事業における処理方
式、処理水質の検討を実施する。

　生活排水処理構想の推進に係る計画・検討を実施する。

　船岡団地において下水道接続を行う。

　潮江団地において給水改修を行う。

　若草町団地において共用部分照明LED化改修を行う。

　地域の産業・生活を支える基盤作りのための整備を行う。

　地域の産業・生活を支える基盤作りのための整備を行う。

　港湾の安全利用等を確保するため、老朽化が著しい施設の補修を行う。

　港湾施設の適正な維持管理を行う。 

　港湾におけるプレジャーボートの適正な係留保管を推進する。

　港湾施設の整備を行うための事前調査及び資料作成等を行う。



○ 港湾単独改良費 3箇所 6,277千円

○ 港湾維持修繕費 23箇所 794,634千円

9 海岸関係事業の概要（港湾・海岸課） 47箇所 3,299,357千円
○ 海岸費 25箇所 262,977千円

○ 耕地海岸保全費 2箇所 297,000千円

○ 漁港海岸保全費 2箇所 704,680千円

○ 河川海岸保全費 5箇所 184,000千円

○ 港湾海岸保全費 13箇所 1,850,700千円

　港湾の機能拡充や安全性の向上のための整備を行う。

　泊地・航路の浚渫など港湾施設の維持修繕を行う。

　海岸施設の改修、整備を行うための事前調査、維持修繕等を行う（陸こう閉鎖、
深浅測量等）。

　耕地海岸の高潮、高波や津波から、背後地を保全するため、施設の新設や改良工
事を行う（耐震対策等）。

　漁港海岸の高潮、高波や津波から、背後地を保全するため、施設の新設や改良工
事を行う（耐震対策等）。

　河川海岸の高潮、高波や津波から、背後地を保全するため、施設の新設や改良工
事を行う（離岸堤、堤体補強等）。

　港湾海岸の高潮、高波や津波から、背後地を保全するため、施設の新設や改良工
事を行う（耐震対策等）。


